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「ハプスブルク帝国における住宅問題の一考察 
―オーストリア住宅改革中央協会のボヘミア領邦での活動を中心に―」

森下　嘉之

はじめに

ハプスブルク帝国 1では19世紀末における工業化によって、ウィーン、プラハ、
ブダペシュトといった諸都市が大きな都市化の波を経験した 2。都市化は住宅問題と
いう形で顕著に表れることになるが、これはヨーロッパ諸都市が経験してきた、避け
て通れない道であった。19世紀において住宅問題は、人口過密、衛生状態の統計的な
把握によって可視化され、新たな都市問題として、また社会改良の主要課題として政
府及び自治体にその対応を迫るものであった。都市化を経験してきた当時の欧州諸
都市では、住宅問題は都市計画の再編の中で解決されるべきという認識ができつつ
あった。特にイギリスやドイツなどでは、19世紀末における郊外の田園都市構想、
住宅開発を視野に入れた都市計画論など、さまざまな改革議論が引き起こされた 3。

本稿で取り上げるボヘミア領邦 4は、ハプスブルク帝国の中でも工業化が進んだ
地域であり、19世紀後半以降の国制改革によって自治体行政の権限が拡大する中、
都市化に伴う社会変容への対応に直面していた 5。同国においてもまた、自治体官僚
及び社会改革家が、住宅問題の解決を急務の課題として認識するようになった。従
来の研究においては、住宅問題に関しては労働者住宅などのエスノグラフィー研究
にとどまっており 6、首都ウィーンを除くと自治体及び帝国政府の住宅政策について
はほとんど取り上げられてこなかった。それは、ハプスブルク期の住宅政策が、第一
次大戦後のオーストリアにおける「赤いウィーン」及び後継諸国における住宅問題へ
の公的介入への前史として扱われてきたためでもあった 7。このため、当時の住宅改
革に対する都市官僚層や改革家の議論は十分に取り上げられておらず、どのような
住宅改革議論が帝政期に浮上し、また大戦後の後継諸国の政策につなげられたのか
ということはほとんど考察されていない。

近年、日本においても住宅社会史が積極的に取り上げられるようになったが、そ
の対象範囲はまだ限定されており 8、ハプスブルク帝国における住宅改革問題もま
た、世紀転換期ヨーロッパ社会の文脈の中で考察される必要があるだろう。このよ
うな課題を踏まえたうえで、本稿の目的は、ウィーンを拠点とするオーストリア住宅
改革中央協会の活動を事例に、同協会がどのようにボヘミア地域における住宅問題
を認識し、ボヘミア側がどのようにその議論を受容したのかを探ることで、帝国にお
ける住宅改革議論を問い直すことである。ウィーン及びボヘミア両者の視点を対比
させることで、両者の議論に内包される問題点を整理し、それがハプスブルク帝国に
おける住宅改革及び住宅立法の制定にどのように影響を及ぼしたのかを考察したい。
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第1章　都市化と過密住宅の出現

ハプスブルク帝国において、20世紀初頭のウィーン市は人口200万人を超えてお
り、欧州屈指の大都市となっていた。さらに、ハンガリー側の首都ブダペシュトも人
口80万人、ボヘミア領邦の中心都市プラハも郊外を含めると50万人を越えるなど 9、
19世紀末には帝国各地の都市で大幅な人口増加が生じていた。

住宅不足を解消するために、家屋は高層化し、巨大な賃貸集合住宅が都市中心
部を取り囲むように出現した 1 0。ウィーンでは平屋家屋の割合は12,1パーセントに
なっており、プラハでは8,6パーセントとなる一方、2階建て以上の家屋の割合は
ウィーンでは50パーセント、プラハでは36パーセント 1 1となっていた。1家屋あた
りの平均戸数及び住民数は、ウィーンでは12戸58人、プラハでは9戸42人（郊外の
ジシュコフでは平均60人、カルリーンでは52,1人、スミーホフでは50人、ヴィノフ
ラディでは49,3人）に達した。さらに、住宅空間も非常に手狭であった。プラハでは
2部屋以上の住宅に居住しているのは人口の36,9パーセントであり、1部屋住宅（台
所つき）の居住者の割合は46,8パーセントに達し、台所のない住宅の居住者は11,6
パーセントであった。郊外では、台所なしの1部屋住宅の居住者は23,4パーセント
に達したという 1 2。
このような狭い居住空間は高い人口過密を引き起こした。ウィーン郊外、プラハ

と郊外、リベレッツ、プルゼン、ブルノ、オパヴァ、クラクフ、リヴィウなど、工業化
が進みつつあった地方中核都市において、1部屋住宅の半分以上、2部屋住宅の4分
の1以上が過密住宅であったという 1 3。ハプスブルク諸都市、さらにドイツなど中
央ヨーロッパでは、住宅不足を解消し、より多くの家賃収入を得るために、高層の賃
貸集合住宅が多く建設された。典型的ともいえるのが、中庭を囲む4-6階建ての「パ
ヴラッチェン家屋」と呼ばれる家屋であり、多くの場合、トイレや洗濯などの水回り
は共用、建蔽率は非常に高く、部屋によっては採光もままならない環境であった 1 4。
1886年のプラハ市建築条例では、非建設地帯は敷地の15パーセントあればよく、高
さ25メートルまでの高層建築も認められていた 1 5。さらに、このような居住空間の
過密化を促したのが、主に労働者家族が家賃をまかなうために受け入れていた単身
労働者の下宿人・ベッド借りの存在であった。プラハでは1000人中72人が下宿人、
ベッド借りは42人であり、多くの世帯でこのような住形態がとられていたことがう
かがえる 1 6。流入者のための大量の住宅建設は、中心部から遠く離れた郊外地域に
偏りがちであり、地方出身の工業労働者が数多く居住することによって、市内住民と
の社会的すみわけが生じることになった 1 7。多くの貧しい家族が集まって居住する
賃貸集合住宅は、衛生面での問題とともに、社会主義運動の温床になることへの支配
層の不安を引き起こした（表1参照）。
このような住宅状況を前に、プラハ市参事会は1885年より衛生政策のための専

門委員会を設置した。この委員会には、大学で専門教育として医学を学んだ官僚層
が加わっていた。委員会は、プラハ市の中でも特に劣悪な住環境にあった中心部の
ヨゼホフ地区の家屋を綿密に調査し、1893年にパリを模範とした都市再開発を実施
した。しかし、市の再開発計画は中心部の文化的記念物の保存に限られており、再開
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発後に建設されたのは中産層以上向けの高級住宅であった。再開発によって地区を
追い出された住民に対するケアは行われず、当時の社会民主党は市議会に議席を有
して問題解決を訴えることができなかった 1 8。このようにプラハをはじめとする各
都市では、都市下層民のための住宅供給が自治体によって実施されることは稀で
あった。ハプスブルク帝国においては、1892年に初めて労働者住宅立法が制定され、
同法によって新しく建設された家屋に対する家屋税が一部免除になったが、この免
除が適用されるのは、例えばウィーン市の場合、1平方メートルあたりの家賃を3ク
ローネに抑えた住宅のみであった。このため、申請数1192に対して、認められたの
は319例のみであった。このようなハードルの高さは安価な住宅供給という課題を
満たすことには到底つながらなかった 1 9。1902年の法改正によって、1部屋住宅は
16-25平方メートル、2部屋住宅は20-35平方メートル、3部屋以上の住宅は30-80平
方メートルの空間が必要とされた。また、「健康で安価な」労働者住宅の建設を促進
するため、新築建設において24年間の税免除が盛り込まれた。しかし、同法で援助
の対象とされたのは、3-4階建てを上限とする6家族以下の家族住宅
Familienwohnhäuserであった。さらに、同法で対象となった新築住宅では、ベッド借
り及び下宿人の受け入れが禁止されたため、借家人の家賃負担は依然として軽減さ
れず、このような条件を満たす住宅に入居できる層は非常に限定されていた 2 0。戦
前には借家人保護法が制定されず、借家人は家主に対して法的にも非常に弱い立場
にあり、住宅建設は依然として民間主導であり続けた 2 1。20世紀初頭の住宅政策は、
健康で安価な労働者住宅の供給を目指していたが、現実の供給においては大きな
ギャップがあり、住宅問題の解決には程遠い状態にあったといえよう 2 2。

第2章　･オーストリア住宅改革中央協会の議論に見る改革家の住宅
問題への認識

第1節　協会活動

第1項　設立と組織
住宅問題の解決を目指す改革議論は、世紀転換期より活発化し、一国を超えた

ヨーロッパ全土にその議論の場を広げつつあった。1902年にデュッセルドルフで開
催された国際住宅会議 2 3において、ハプスブルク側から参加したウィーンの建築参
事官のテオドール・ヘルツマンスキー Theodor Herzmanskyは問題解決の必要性を痛
感し、住宅建設を促進させるための新法の必要性を訴えた 2 4。同時期に、フランス
などでは数々の住宅立法によって、家賃の上限や衛生規則が定められていたことと
比べると、税制などハプスブルクにおける行政面での立ち遅れは明らかであった 2 5。
高額な税負担を嫌った民間企業による住宅供給は、次第に増大する需要に追いつか
なくなり、住宅立法の改正を俎上に乗せるための議論の場を組織することが急務と
なっていた。
このようにして、ハプスブルク初の全国的な改革組織として、1907年2月24日、
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「オーストリア住宅改革中央協会Zentralstelle für Wohnungsreform in Österreich」（以
下、中央協会と略す）が設立された 2 6。中央協会は政府参事官のルドルフ・マレシュ
Rudolf Mareschを会長にすえ、枢密院のオイゲン・フィリポヴィッチEugen 
Philippovich、プラハ大学の統計学者ハインリヒ・ラウフベルクHeinrich Rauchberg
らをはじめ、政府建築局、宮廷弁護士といった中央の改革家に加え、リヴィウ、ブル
ノ、インスブルックといった各都市からも住宅問題の専門家が集められた。マレシュ
会長は結成の挨拶において、住宅とは「祖国オーストリアのすべての民族Nationalität
のため」の「国民の福祉Volkswohlfahrtspflege」の共通基盤であり、住宅改革が「国民
生活Völkerlebenにおける文化的･社会的な仕事」であることを強調した 2 7。結成式
には当時のベック首相、ビーネルト内相、カール・アウエルスベルク元首相ら錚々た
る面々が参加し、国内の各郡及び自治体、さらには商工会議所からも多くの参加者が
集まった 2 8。このように、住宅問題の解決は国家規模で大きな期待がかけられてい
たことがうかがえる。
中央協会の活動は、啓蒙のための講演会や宣伝・出版活動、地方の組織形成が主

であり、全国の支部から委員が集まって集会及び議論を行う場となった。中央協会
は大きく7つの部局からなり、統計、アンケート、斡旋、ベッド借り問題などを扱う住
宅監督局、衛生及び建築規則を扱う建築局、建設貸付や住宅組合などを扱う公益的
建設局、土地政策や交通問題、田園都市などを扱う土地問題局、建設税や付加税など
を扱う租税局、家賃局、専門誌、講演、パンフレット、雑誌、広告、地方支部の設置、
図書館などを扱う宣伝局が設置された。会員は年齢や性の区別はなく、会費は毎年2
クローネであった。このほかに、年額10クローネを支払う「支援者」も設けられ、30
人からなる委員会が構成された 2 9。

第2項　活動方針
本章では、この中央協会における改革運動を、前述したプラハ大学のハインリヒ

･ラウフベルクHeinrich Rauchberg（1860-1938）の議論から考察する。これは、彼が
統計学の第一人者として、住宅問題を都市化における農村からの人口移動、都市内
の人口動態や職業構成など様々な角度から分析しており、さらにウィーンとボヘミ
アの両方の事情に通じていたからである 3 0。彼が住宅統計を前に懸念した問題と
は、何よりも狭い住宅における人口過密であり、それによって引き起こされる衛生環
境の悪化と、家族生活への悪影響であった。彼によると、住宅過密のために採光と通
気はまったく不十分で、特に結核、コレラや売春から生じる性病の温床になってお
り、子供たちは家に快適さを見出せず、青年は酒場に、少女は街路に故郷を見出し、
アルコール中毒が蔓延していることが深刻な問題であった。さらに、都市部への人
口流入の結果、故郷を失った下宿人の受け入れが各家庭で一般化し、家族生活はよ
そ者の住民によって破壊されている。このような中で、妊娠も、生も、死も同じ部屋
のよそ者の目の前で生じているという生活は、住民の道徳を著しく害するものに他
ならなかった。ラウフベルクは、都市下層民の住環境を住宅過密という統計から把
握し、衛生状態、下宿人などの「よそ者」の存在を可視化した上で、「現代は、住民の
健康及び生活力、国民の風紀Volkssittlichkeitおよび国民文化Volkskulturにとって重
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大な危険が迫っている」という認識を打ち出した 3 1。この「文化的国民」という概念
は、中央協会においても共通認識となっていた。

中央協会には多数の政府関係者が参加していており、もはやこの時期には住宅
改革に対する政府・自治体の公的介入は不可避になっていた 3 2。このような現状を
考慮して、ラウフベルクは住宅監督による統計的把握と住宅市場を国が監督する必
要性を主張した。彼にとっては、住宅問題の解決はすなわち衛生問題の解決につな
がるものであり、各地の都市化と人口移動を十分に統計によって把握した上で行わ
れる必要があった。都市への人口流入によって地価が値上がりする以上、政府の市
場監督は不可欠であり、都市計画、すなわち建築条例（街路、土地区画、ゾーニング）
を時代に適合させる必要性があった。そのためには、もはや民間の建設業者に任せ
ておくわけにはいかず、行政が用地を確保し、水道や交通網を整備しなければならな
い。計画的な都市建設のために、領邦に委ねられていた建築警察を改正し、土地収用
法及び「文化国家」にふさわしい住宅法を制定する必要があると訴えた。同時に、民
間企業の経営活動は尊重されなければならず、自助に基づく住宅問題の解決が目指
された 3 3。彼は、ボヘミアにおける住宅統計の経験から、国の支援に基づく「公益性
Gemeinnützigkeit」と民間企業の「収益性Rentabilität」は排斥し合わないという考え
を述べ、「公益的建設に投資された資本によって、現在の社会規則を崩すことなしに、
住宅問題を解決することは可能である」という考えを有していた 3 4。

第3項　地方組織―ボヘミア領邦を例に―
中央協会は国内での活動のために、各領邦内に「支部協会Zweigverein」を自治体

レベルで設置し、ボヘミアおよびシレジア邦では「領邦団体Landesverband」が各支
部を統括した 3 5。このような協会のネットワークを通して、中央協会の基本的な改
革方針が各領邦・自治体において実施される体制を整えることが目指された。それ
では、実際に住宅改革を実施する立場にあった地方支部の活動はどのようなもので
あり、中央協会の改革運動はどのように反映されたのであろうか。本章では、住宅組
合の設立が多くみられ、中央協会がもっとも活発に活動を行った地域であるボヘミ
ア領邦における住宅改革協会の活動を取り上げることで、その活動内容のあり方を
考察する。
ボヘミア領邦は、中央協会の創設メンバーでもあるラウフベルクのお膝元であ

り、彼自身、ボヘミア領邦団体の委員として、領邦内での活動の中心人物であった。
これに合わせて、ボヘミア内ではまずプラハ、テプリツェ、ホムトフ（独名コモタウ）
に協会支部が設立された。ボヘミア領邦団体の創設集会では、ボヘミア総督クーデ
ンホーフが政府の名において援助を約束すると述べ、領邦団体の委員にはボヘミア
貯蓄銀行、政府上級衛生委員、各地の市議会議員が名を連ねた。資金源としては、ボ
ヘミア貯蓄銀行からの資金援助のほかに、ボヘミア労働者保険金庫や、ボヘミア領邦
委員会から毎年15,000クローネの補助金が住宅建設に提供された 3 6。
ボヘミア領邦団体は、自らの組織をボヘミアのドイツ系住民のための住宅改革

を目指す組織と位置付けており、同プラハ支部は「ドイツ・プラハ協会支部Deutscher 
Zweigverein Prag der Zentralstelle für Wohnungsreform in Österreich」と名付けられ
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た 3 7。委員の多くは領邦団体と同様、領邦内の大企業家や政府官僚などから構成さ
れ、会員数は結成後1年で248人を数えた。同協会の主要な活動は、中央協会が基盤
においていた住宅組合の設立を支援することであり、組合を通して工業労働者の住
宅状況を改善することであった。領邦団体は、「ドイツ系住民」が2000人以上の自治
体に支部の設置を試み、その後、リベレッツ（独名ライヘンベルク）、ウースチーナド
ラベム（同アウジヒ）など12の自治体に支部を設置した。1909年にはライタ以西にお
いて中央協会は17の協会支部を有していたが、そのうち12がボヘミアにおかれるな
ど、活動領域の重点は明確であった 3 8。

第2節　チェコ系組織との関係
前項で示した中央協会の改革活動に対して、ボヘミアではすでに1903年に最初

の住宅組合が設立されていたが、1907年10月に、ボヘミアの「チェコ系」地域の組織
統合を目指した「チェコ住宅改革協会Český zemský spolek pro reformu bytovou」が設
立された。中心設立者のヤン・ネポムク・ロシュチャークJan Nepomuk Lošt‘ák（1845
-1914）は、ボヘミア領邦銀行の常務をつとめた人物であり、ラウフベルクら中央協
会の委員とともに国内の住宅改革に携わり、企業家の観点から住宅供給の促進によ
る住環境の改善を訴えた 3 9。他にも、プラハ市の大企業家で帝国議会議員のフラン
ティシェク・クシジークFrantišek Křižíkや金融業者のヨゼフ・ベルトルJosef Bertlと
いった人物が執行部に入り、協会の政治力強化に貢献した。同協会はプラハに本部
を置き、学問･宣伝活動を通したボヘミアの住宅状況の改良を目指し、住宅組合の設
立を支援し、貸付基金の運用を行うことを主な活動内容とした。会費は年額2クロー
ネであり、委員会は4つの部門（司法、建築技術、医師、宣伝部門）から構成され、
「チェコ系住民」のために業務を行うとされた。1908年には、ボヘミア領邦からドイ
ツ系協会と同じく12万クローネの助成金が支給され、工業地域の官吏･労働者のた
めの健康で、近代的で、安価な住宅改革を目指した 4 0。ロシュチャークはボヘミア
各地で講演会を精力的に行い、住宅組合の利点を説くことで啓蒙に努めた。
しかし、プラハ市のように「ドイツ系」協会とチェコ住宅改革協会の活動範囲が

重なる地域では、経済界を巻き込む複雑な対立が引き起こされた。1908年には、皇
帝フランツ・ヨーゼフ1世在位60周年記念の一環として設立された労働者住宅建設
基金に、ボヘミア貯蓄銀行Böhmische Sparkasse/Česká spořitelnaが70万クローネを
ボヘミア領邦団体プラハ支部に、30万クローネを同ウースチーナドラベム支部に、
20万クローネを同ホムトフ支部に提供した 4 1。ボヘミア貯蓄銀行は、ボヘミア領邦
団体に働きかけて、この計画を実施するために「プラハ国民住宅協会Prager 
Volkswohnungsverein」を新たに設立し、具体的な賃貸集合住宅の建設案の作成に当
たらせた。場所はプラハ北東部の労働者街であるリベニ・ヴィソチャニ地区が選定
され、1909年の完成をめどに64戸の1部屋住宅が家賃年額220-240クローネ、16戸
の2部屋住宅が年額300-320クローネの住宅建設が予定された 4 2。各戸には独立し
たバルコニー、水洗便所、玄関が備え付けられるなど、この労働者住宅は中央協会が
目指す、家族のみの小住宅という理想像を典型的に表していたといえる。これに対
し、プラハ郊外の労働者街であるスミーホフ地区では、暖房設備なしで台所は幅5.20
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×2.23平方メートル、部屋は幅5.20×3.00平方メートルの1部屋住宅で年額256コ
ルナ（クローネ）もかかるうえ、恣意的な家賃値上げと立ち退きが頻発していたとい
う 4 3。これに比べると、プラハ国民住宅協会が計画した労働者住宅の家賃は、当時
の労働者住宅の環境に比すると、むしろ安価であったと言える。
しかし、このような住宅建設計画に対し、青年チェコ党の日刊紙『国民新聞

Národní listy』は、「ドイツ系」協会の活動はプラハのドイツ化をすすめるものである
と主張した 4 4。このプラハ国民住宅協会は、入会資格については特に民族帰属につ
いての言及をしなかったが、使用言語をドイツ語と定めていたため、同紙は入居者が
「ドイツ系住民」に限定されるという見解を示したのである 4 5。

「皇帝基金によって建設される労働者住宅には3000人以上の入居者が見込まれ、
プラハ国民住宅協会はチェコ･プラハの最大の敵である。ボヘミア貯蓄銀行は60万
クローネの創設基金を同協会に支払ったが、この目的はチェコ人労働者のドイツ化
とドイツ人労働者の入植にある。プラハのドイツ人は自分たちの地位復活の夢をあ
きらめていない。これはプラハ・ドイツ社会の基盤づくりのための投資である。こ
の基盤にあるのが労働者層である。ドイツ･カジノの新聞は彼らがチェコ人である場
合、手ひどい言葉を使っている。ボヘミア協会支部は隣人愛の名の下にプラハのド
イツ化をすすめる。この協会はチェコ･プラハには有益ではない 4 6。」

チェコ住宅改革協会もこれに呼応して、「ドイツ系」政財界が19世紀後半以降のプラ
ハにおける「ドイツ系」勢力の減少を押しとどめるために、住宅供給という手段に
よって民族地図を塗り替えようとしているという言説を示した 4 7。結果的に、皇帝
基金による住宅建設計画は、郊外の土地収用の困難を理由にプラハ市議会で承認さ
れなかった。このように、民族的な言説による住宅問題への対応は、労働者の住環境
の改善を遅らせることにもつながった。
ただし、民族対立が住宅問題に影響を及ぼしたと結論付けるのは早急である。

帝国各領邦内での民族分化に対し、中央協会のカール・プシーブラムKarl Přibram
委員は、オーストリア国家の分権性・多民族性を考慮した上で、国内の住宅改革組織
を統合することが困難であることを認めつつ、民族的な分裂がマイナスの結果をも
たらすことにはならないという期待を表明した。住宅建設の促進は、民族対立の言
説を生み出しつつも、チェコ・ドイツ両協会の共通の課題として認識されていたと見
ることができる。彼は、ボヘミアでの「チェコ系」協会の活動の結果、多くの住宅組
合が設立されている状況を評価しつつ、むしろ、住宅改革の必要性を市議会の家主
層に説得することがうまくいっていない現状に危機感を覚えていた 4 8。次章では、
このような地域的多様性を乗り越え、ハプスブルク帝国における住宅改革運動の方
向性を示す試みとなった国際住宅会議での議論と、その後の住宅立法の制定につい
て考察する。
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第3章　ウィーン国際住宅会議と住宅立法

第1節　1910年第9回ウィーン国際住宅会議

第1項　議論の焦点
オーストリア住宅改革中央協会が、自らの活動を国際舞台で発表する機会と

なったのが、1910年5月から6月にかけてウィーンで開催された第9回国際住宅会議
であった。同会議は、ハプスブルク帝国における住宅改革家が、ヨーロッパ規模でど
のような改革議論を共有していたのかを探る上で極めて重要な場である。中央協会
はこの会議を運営することになり、政府もホスト国として全面的な協力体制を敷い
た。ウィーン大会にはおよそ1300人が参加し、地元オーストリアの改革家を中心に、
ハンガリー、ドイツ、オランダ、イギリス、フランス、イタリア、ベルギー、スイス、
スウェーデン、ノルウェー、ルーマニア、アメリカからも参加者が招待された。この
ように、19世紀以来、住宅問題が欧州の諸都市で共通の都市問題であるという認識
は、各国で共有されるようになっていたことがうかがえる。この会議で、中央協会は
帝国における住宅問題の歴史を総括し、ヨーロッパ諸国の住宅政策と比較すること
で、同国における課題を整理し、今後の指針を明確にすることを試みた。本章では、
同会議の議論を分析することで、帝国における住宅問題の課題と改革家の試みを考
察する。

大会の議題は大きく4つのテーマに分けられ、自治体の住宅政策、住宅組合への
貸付、小住宅と賃貸集合住宅の問題点、小住宅建設のコスト削減が主要議題となっ
た。これらのテーマはいずれも、ラウフベルクら中央協会が設立当初から取り組ん
できた問題であり、各地の協会支部への「啓蒙」に励んできた課題であった。また、
住宅問題に対する自治体の介入は、20世紀初頭より欧州諸国における共通の課題と
して認識されつつあり、国及び自治体の「公益的住宅建設組合gemeinnützigen 
Bauvereinigungen/ Baugenossenschaften」への援助という方法が一定の成果を挙げる
時期と重なっていた 4 9。会議では、このようなヨーロッパ共通の問題点を認識しつ
つ、それが帝国内でどのように取り入れられるべきなのかが問題とされた。本章で
は、上述の議題の中でも、住生活のあり方にかかわり、問題解決策とされた小住宅の
問題に焦点を当てることにする。

第2項　小住宅と住宅組合
賃貸集合住宅の劣悪な住環境は、ラウフベルクをはじめ、住宅改革家にとっては

諸悪の根源というべきものであり、その改革の必要性については参加国の改革家と
共通の認識であった。中央協会の指導部もこのような問題点について認識を共有し
ており、ウィーンやプラハなどの大都市では、労働者家族における下宿人・ベッド借
りの受け入れが住宅過密と不衛生な住環境を引き起こすと考えた。ラウフベルクら
によると、ベッド借りという「よそ者」は1住宅に1家族という住規範を乱すもので
あり、家族の住空間を確保する一方で独身者にも小住宅を与えることで両者の分離
を実現させようとした。
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プラハ大学教授で中央協会委員のテオドール・バッハTheodor Bachは以前か
ら、不健康な住宅を「光と緑あふれる健康な家屋」に取って替えることで住宅過密を
避け、国民の健康を高める小住宅の必要性を主張していたが、戸建の小住宅は持家
化が経済的に困難であるということも指摘していた 5 0。しかし1911年のウィーン大
会で、バッハはより積極的に小住宅の利点を訴えるようになった。彼は、集合住宅で
あっても照明と通気が改善されることで伝染病予防につながるとして、集合住宅に
おける小住宅の実現を主張した。また彼は、集合住宅においてはむしろ住民の社会
化が促進されること、さらに持家化することでその土地への愛郷心を促進できるこ
とを利点として掲げていた。また、一つの階に多くの住居があることで光熱設備の
合理化、協同設備（集中暖房、換気設備、台所）を安価に設置できることといった経済
的な面を強調し、戸建住宅のような土地所有に関する行政手続きがないこともメ
リットとしてあげていた 5 1。これは、今やハプスブルクの都市景観を決定づけた賃
貸集合住宅のあり方を戸建住宅によって根本から変えることはもはや不可能である
という認識に加え、家主層及び建設業者の建築活動への配慮もあったと考えられる。
そして、このような小住宅建設の担い手として期待されたのが、政府や自治体の資金
援助を受ける公益的住宅組合、すなわち組合員の出資による労働者・官吏住宅組合
であった。既に1902年法で示されたように、小住宅とは必ずしも戸建てではなく、
むしろ集合住宅において実現されるものであった。中央協会が目指したのは、住宅
立法によって、政府からの貸し付け及び税免除の条件を緩和し、建設を促進する条
件を整えることであり、このことは帝国規模での共通認識となっていることがうか
がえた。
しかし、安価な建築材料、市有地の斡旋、建築税の免除、無償の下水道取り付け

などを行ったにもかかわらず、自治体による住宅建設支援は僅かであった 5 2。中央
協会のプシーブラム委員は、住宅問題は純粋に貸付の問題であり、国は十分な住宅供
給基金を設けることで、組織的に問題を解決できると主張した 5 3。住宅組合は、自
助によって組合員に健康で道徳的な住宅を安価に供給することが可能であり、組合
は労働者にとって、民間業者の高利貸しへの対抗手段であると考えられた。
このような見解は中央協会の見解に限ったことではなかった。チェコ住宅改革

協会の代表として参加したロシュチャークもまた、ボヘミア領邦における組合促進
のため、国及び自治体からの貸付付与を組織的に行うための法律が必要であると訴
え、現場での経験からより具体的な提案を行った。

1．公的な住宅監督と住宅斡旋の導入によって、利用状況の監督、弊害の除去、自
治体の住宅局を導入すること。

2．建築条例の改革によって過度の土地利用を防止し、小住宅を建設すること。
3．自治体による系統的な土地政策を実施すること。
4．土地収用を行うこと。
5．協同組合の建築のために税を保証すること、国の家屋税、雇用者および民間業
者のための小住宅建設の保障、価値増大税の導入。

6．社会保険の補てん資本及び自治体基金からの貸付を保証することで、協同組
合の建築活動を支援すること 5 4。
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大会ではこのように、住宅法整備と自治体及び国の援助を求めるという方向が
打ち出された。ロシュチャークは、ハプスブルク及びボヘミアの代表者として、貸付
制度の改革とそれによる住宅組合に対する国の支援を訴えていた。ロシュチャーク
にとっても、問題は、住宅改革を実施するための理想の住宅像、そして帝国政府にお
ける住宅立法の改革にあったといえる。

第2節　1910年小住宅法の制定
中央協会は国際住宅会議の議論を土台に、減税よりも租税収入の一部を住宅基

金として運用する方針を打ち出し、会議直後の10月に住宅法案を帝国議会に提出し
た。帝国議会では、リベラル派の工業ブルジョワジーが食料品価格の高騰を理由に、
政府と生産先のハンガリー大地主を攻撃し、食品価格及び住環境の改善を訴える社
会民主党（全体党）と共同歩調をとった 5 5。キリスト教社会党も、基金は国税から出
されるために保守派も土地所有者もその財産を脅かされることはなく、公益的組合は
民間企業の建設と競合しないと判断し、法案を支持した 5 6。このため、政府が譲歩す
る形で、1910年12月、住宅基金運用について定めた「小住宅法Kleinwohnungsgesetz」
（第242号法）が制定された。この法律によって、1911年から1921年までに1650万
クローネの予算が小住宅建設のための基金として設定された。同法は小住宅を、居
間、小部屋、台所から構成された80平方メートルを超えない家屋、及び各戸に1-3人
程度を収容する独身者寮ならびに夜間宿泊所を小住宅と定義した。住宅供給基金の
給付対象とされたのは、郡、自治体、及び各種の住宅建設組合Baugenossenschaft, 
Baugesellschaft, Bauvereinならびに基金団体であった。さらに、国の援助を受ける組
合とは、規約によって会員に支払われる分け前の額が、支払額の最高5パーセントに
限られ、組合解散に際して会員に支払った分担額以上の額の払い戻しがなされず、
組合財源が公益的な目的に使用されるような団体であるとされた。同法によって、
これらの団体が小住宅の建設及び地所の確保、貸付による援助を行うことを基金に
よって支援されることが定められた 5 7。このように、会員の自助を基盤とするリベ
ラリズムの原則に基づく住宅改革を、広範な帝国全体において「上から」実現しよう
と試みたことが中央協会の特徴だったといえよう。

このような住宅組合に対する補助金の制度化は、大幅な住宅組合の増加を引き
起こした（表2参照）。ウィーンにおいても、公益的組合数は1910年に7つであった
のが、1912年には60へと大幅に増加した 5 8。チェコ住宅改革協会の活動はボヘミ
アのみならずモラヴィア、シレジアにも及び、第一次大戦までに協会は112の住宅組
合を組織し、1093家屋2728戸の建設を援助した 5 9。1912年末には、ドイツ系も含
めたボヘミアの住宅組合数は合計で272にのぼったが、これはモラヴィアの103、下
オーストリアの30と比しても圧倒的な数であった 6 0。このように、ボヘミア領邦で
はドイツ系、チェコ系双方の改革協会が地域的すみ分けを行う形で住宅建設に対す
る援助活動を行っていた 6 1。

第3節　住宅法の成果とボヘミアにおける対応
住宅組合による小住宅建設の促進は、民間主導による住宅建設のありかたに一
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石を投じたといえるが、同大会に参加していた社会民主党員 6 2は国の資金援助だけ
ではなく、都市自治体の住宅問題に対するさらなる取り組みを要求した。ヤコブ・ロ
イマンJakob Reumannを中心とするウィーン市の社会民主党員は、「住宅供給基金は
わずかな支持者に有利である。自助は上層労働者に益するものである。低賃金層の
ために問題は議論されていない。最下層の者にとって、住宅供給基金や建設組合は
間接的にしか役立たない。公益的組合による住宅供給は、労働貴族にのみ益するも
のである」と批判した 6 3。プラハのチェコスラヴ社会民主党員レオポルト・ランゲル
Leopold Langerも、家屋税のさらなる減額、住宅法における衛生面での規約制定、土
地および住宅市場の監督、国の住宅監督及び自治体に住宅委員会を置くことで体系
的な統計をとること、建築法改正によって家族住宅の促進と立ち退き防止、普通選挙
導入によって市議会における家主層の勢力を削減することを要求した 6 4。その一方
で彼は、住宅組合によって家主に対する借家人の自己意識が芽生えることで健全な
連帯感、社会性・協同の思想がはぐくまれ、身体的・道徳的高揚が促されるとも主張
した 6 5。自治体の住宅政策は、ロシュチャークらチェコ住宅改革協会にとっても不
十分なものであった。ロシュチャークも、ボヘミアでは自治体が当初から組合に好
意的ではないと捉えており、その原因を家主層が支配する市議会に求めていた 6 6。
両者が参加した1911年のチェコ都市連盟Svaz českých měst v království českémuの大
会では、ランゲルら社会民主党とロシュチャークら改革協会は、自治体のさらなる住
宅支援を求めるという点で共同歩調をとることになった 6 7。このように、協同組合
を通した住宅支援に対する社会民主党の方針は定まった見解を示してはいなかった。
社会民主党もまた、中央協会が掲げた健康な家族小住宅という住規範を共有してお
り、住宅組合の思想そのものを否定することはできなかったといえよう 6 8。もっと
も、中央協会による改革議論は、あくまでも経営者・建設側に立った議論であり 6 9、
依然として住民の大多数を占める借家人の救済政策、家賃統制及び家主に対する借
家人の保護といった議論はわずかであった。その意味で、住宅問題に対する認識は
深まりつつあったが、自助の原則において救済の対象は広がりを見せず、ハプスブル
ク期の住宅改革は大きな限界があったといえよう。首都ウィーンをはじめとした国
内の急激な都市化の前に、住宅改革議論は不十分にしか反映されないまま帝国崩壊
を迎えることになった。本稿では詳しく触れることはできないが、自治体レベルでの
住宅政策における政党間の利害及び見解については、より一層の考察が必要になる。

終わりに

以上、20世紀初頭のオーストリア住宅改革中央協会及びボヘミア住宅改革協会
の改革議論が、中央政府及びボヘミアにおける住宅改革及び住宅立法の制定にどの
ように影響を及ぼしたのかを考察した。ウィーン国際住宅会議への改革家および企
業家の積極的な関与からうかがえるように、ハプスブルク帝国においても住宅改革
運動を、民族を超えて組織する試みが展開された。ラウフベルク及びロシュチャー
クといった住宅改革家は、「よそ者」である下宿人及びベッド借りを排除した、家族
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のみの小住宅の普及を目指しており、家族住宅という住規範は企業家から社会民主
党にいたるまで共有されていた認識であった。このような議論を受けて、帝国政府
及び地方自治体は、公営住宅の供給よりもむしろ、「公益的住宅組合」への援助体系
を整備することで住宅改革をはかろうとした。その成果は、ボヘミアにおける急激
な住宅組合の増加に表れていた。
しかし、ハプスブルク帝国において両協会が推進した、自助を原則とする住宅組

合による住宅供給は、おのずと官吏など中産層以上を対象にすることになり、その住
宅供給量には限界があった。都市下層民の住環境は依然として厳しいままであり、
電気・水道などのインフラは、多くの賃貸集合住宅において導入が進まず、下宿人と
の混住形態は多くの家庭で続けられてきた。さらに、住宅市場への行政の公的介入
に対して、制限選挙によって勢力を温存していた家主層は強い反発を示した 7 0。ラ
ウフベルクらが示した住宅組合の「公益性」についての是非は政府貸付などの政策論
に収斂され、借家人保護など住民生活にじかにかかわる問題については、ほとんど議
論されないままであった。
このように、中央・ボヘミア両協会の住宅改革議論についてはその成果と限界が

浮き彫りになった。民族を問わず両協会の改革議論が住宅組合による小住宅建設へ
と収斂したことが、帝政末期の住宅改革の特徴であった。小住宅を前提としたハプ
スブルク帝国期における住宅立法制定の同時代的意義については、他の欧州諸国の
事例とのさらなる比較検討が必要である。その一方で、両協会に代表されるような
家族用の小住宅建設とは異なる住宅改革の在り方が、同時期にどのような主体に
よって提唱されたのかをさらに考察しなければならない。小住宅建設を基盤とした
住宅立法は、チェコスロヴァキアなど社会民主党などが伸長した大戦後の各国にお
ける住宅政策においても引き継がれ、少なからぬ影響を及ぼしたと考えられる。ハ
プスブルク期の住宅改革議論を出発点に、大戦後の後継諸国における「社会国家」形
成の問題を捉えなおすことが今後の課題となる 7 1。
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表1　ハプスブルク帝国の諸都市における住宅事情 
―1家屋あたりの住民数と他国との比較（1910年）―

総人口（人） 1家屋の
平均住民数 総人口（人） 1家屋の

平均住民数
ウィーン
トリエステ
プラハ
グラーツ
ブルノ
リンツ
インスブルック
ザルツブルク
リベレッツ
ブダペスト
ブラショフ
シビウ

2.004.939
226.458
218.573
145.338
122.114
61.197
50.389
34.176
34.790

880.371
41.056
33.489

50,74
　19,89

  40,92
　25,59
　35,58

  25,00
  26,24
  19,96
  16,49
  41,28
   8,47
  10,58

ベルリン
シャルロッテンブルク
ハンブルク
ミュンヘン
ライプツィヒ
ケルン
ブレスラウ
ポーゼン
ロンドン
マンチェスター
パリ
シカゴ
ニューヨーク
ニューヨーク

2.071.257
 305.978
 931.035
 596.467
 589.850
 516.527
 512.105
 156.691
 4.522.961
 714.427
 2.659.128
 1.698.575
 2.050.600
 1.166.582

75,90
  66,13
  38,66
  36,59
  27,39
  18,05
  51,97
  51,80
   7,89
   4,86
  38,00

   8,8
  20,4
  10,2

出典： Rudolf Eberstadt, Handbuch des Wohnungswesens und der Wohnungsfrage, Jena, 
1920, s.6.  
プラハの人口は郊外を含まず。

ニューヨークについては、上段はマンハッタン地区、下段はブルックリン地区。

表2　ライタ川以西における公益的住宅組合の内訳（1911.12/31）

領邦・地域 建設組合
Genossenschaft

建設団体
Gesellschaft

株式
会社 基金 協会 合計

下オーストリア
上オーストリア
ザルツブルク
シュタイアーマルク
ケルンテン
クライン
トリエステ
ゲルツグラディスカ
イストリア
ティロール
フォアアールベルク
ボヘミア
モラヴィア
シレジア
ガリツィア
ブコヴィナ
ダルマチア

　66
   7
   3
  14
   3
  10
   1
   4
   2
   9

 193
  72
  24
  35
   2
   1

  4

  1

  1

  1

  1

  1
  1

  1   4

  1

  1
  2

  4
  3
  1

  76
   7
   3
  15
   3
  11
   4
   4
   2
  10

 198
  77
  25
  35
   2
   1

出典：Mitteilungen der Zentralstelle für Wohungsreform in Österreich,Nr.23, 1912.4、s.13.
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The Habsburg Monarchy and Housing problems  
at the beginning of the 20th century

Yoshiyuki MORISHITA

In the Habsburg Monarchy housing problems in big cities, such as Vienna or Prague, 
worsened as a result of urbanization. In the suburbs, where many immigrant workers lived, 
many apartments were built with overcrowded and unhealthy living conditions. Nevertheless 
the government, in the 19th century, failed to institute any measures to deal with this situation, 
largely due to such apartments being built by private companies or speculators and the 
government's continuing attitude of laissez faire. However, a group of bureaucrats with 
expertise in urban planning and professors, who studied statistics and public hygiene, spoke 
out about the necessity of organizing housing reform and enacting governmental housing laws. 
In England, France and Germany such reformers discussed these problems to a greater extent 
than in the Habsburg Monarchy, and such reformers not only developed countermeasures, but 
also organized international conferences for housing reform. As a result of these discussions, 
the “Central Office for Housing Reform in Austria” (Zentralstelle für Wohnungsreform in 
Österreich) was founded in 1907. This was the first national organization for housing reform, 
organizing the 9th International Housing Conference in Vienna, where it promoted its own 
plan for reform. The plan focused on the building of small, single unit houses rather than 
larger apartments, and provided building societies with economic aid through the provision 
of government credit in exchange for the implementation of new governmental laws and 
regulations for the housing market. Heinrich Rauchberg, a representative reformer in this 
office, aimed to ensure a  “healthy national culture” by building houses only for families and 
excluding lodgers from such houses. This concept was typical and central in the influence of 
the Garden City movement and in building societies in England and Germany. On the German 
side, the Central Office founded a local association in Bohemia to spread its reform ideas, 
targeting German residents and gaining the support of many German entrepreneurs. The 
Czech population had always maintained its own association, the “Czech Land association for 
housing reform (Český zemský spolek pro reformu bytovou)“. Ethnic differences sometimes 
resulted in conflicts between these associations, but reformers in the Czech association also 
actively engaged in discussions with the Central Office and had common ideas for housing 
reform regardless of nationality. As a result of the reform movement and these assocations, the 
government promulgated new laws for housing reform after 1910 and many housing societies 
were founded, especially in Bohemia. In spite of these successes, the principle of „Self-help“ 
in housing reform promoted by society members, who were generally middle class, had little 
impact on the living circumstance of many in the lower classes. Although there was clearly a 
significant gap between the ideas of reformers and the actual living circumstance of the poor at 
that time, the housing reform movement and the ideas expressed by the various associations in 
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the Habsburg Monarchy undoubtedly had some effect on the welfare policies in the successor 
states, Austria or Czechoslovakia.


